
平成１９年度 都区財政調整再調整方針 

 

 平成１９年度の都区財政調整については、平成１９年度都区財政調整決定方針（平

成１９年８月１０日決定）に基づき区別算定が行われたが、その後の調整税等の動向

を踏まえ、下記により再調整を行うものとする。 

 

記 

 

第一 交付金の総額 

 

 平成１９年度東京都一般会計予算において、調整税等が増額補正されることに  

伴い、交付金の総額を増額するものとする。 

 

第二 基準財政需要額 

 

 次の事項等に係る経費について、基準財政需要額として算定するものとする。 

 １ 退職手当費 

 ２ 後期高齢者医療広域連合拠出金 

 ３ 小中学校改築等経費 

 ４ 補正係数の訂正（老人福祉費及び児童福祉費） 

 

第三 今後の措置 

 

 １ 平成１９年度都区財政調整の再調整に関し、平成１９年度分の都と特別区及び  

特別区相互間の財政調整の特例に関する条例案及び補正予算案を都議会第１回定

例会に付議するものとする。 

 ２ 区別の算定は、上記条例の公布及び補正予算の成立を待って行う。 
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平成１９年度都区財政調整再調整概要 

 

１ 普通交付金の再調整額            ４５，９９４百万円 

 

 （１）当初算定残額                    ９，７０３百万円 

 

 （２）税収増による交付金の増              ３６，２９１百万円 

 

２ 再調整の内容              ４５，９９４百万円（ア＋イ） 

 

 （１）普通交付金所要額               ４５，９８０百万円 ア 

 

    【再調整の主な内訳】 

 

   〈基準財政需要額〉               ４６，８０３百万円 

 （経常的経費）  

退職手当費                    ６，６９３百万円 

後期高齢者医療広域連合拠出金           １，２８１百万円 

補正係数の訂正（老人福祉費及び児童福祉費）      １２７百万円 

（投資的経費） 

小中学校改築等経費               ３８，７０４百万円 

 

 （２）特別交付金への加算                 １４百万円 イ 

 

３ 再調整後の交付金の総額      １，０１７，６３９百万円 

 

 （１）普通交付金                                 ９６６，７４４百万円 

 

 （２）特別交付金                                    ５０，８９５百万円 
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平成１９年度都区財政調整（再調整）事項 

 

項    目 提 案 の 内 容 及 び 趣 旨 
影響額 

（百万円）

【議会総務費／経常】 

退職手当費 

平成20年度財調協議において合意した退職手当費の

見直しについて、平成19年度についても反映する。 6,693 

【民生費／経常】 

後期高齢者医療広域

連合拠出金 

広域連合の職員人件費やシステム関連経費など、各区

が後期高齢者広域連合に対して負担する拠出金につ

いて算定する。 

1,282 

【民生費／経常】 

補正計数の訂正 

老人福祉費（密度補正Ⅰ）及び児童福祉費（密度補正

Ⅰ）に誤りがあったため、補正計数を訂正する。 127 

【教育費／投資】 

小中学校改築等経費 

小中学校施設について、今後の改築需要の一部に充て

るため、現行算定を補完する目的で設置されている態

容補正Ⅳにより、臨時的に算定する。 

38,704 

  

 ※468 億円のうち、8 億円は不交付区の財源超過額の減少分である。 
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